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北海道酪農の技術進歩に関する分析

一費用関数によるアプローチー

駒木 泰・天間 征
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1.はじめに

北海道酪農は昭和40年頃まで畑作経営の副次部門として位置づけられてい

たが，その後様々な政策的，経済的要因により展開し，現在では専業的酪農

経営が中心的な生産力の担い手となっている。

北海道酪農の特徴について簡単に述べると1)第 1に，生産性の向上を目

指して頭数規模拡大とそれに伴う施設の拡大・拡充が行われたことである。

すなわち 1戸当りの乳用牛飼養頭数は昭和40年前半までは緩慢な伸びを示

し，昭和41年で 1戸当り7.7頭であったが，その後一貫して頭数が増加し，

昭和62年には49.6頭(うち経産牛26.5頭)になった。さらに，頭数規模拡

大と並行して飼養技術は省力化を目的とした牛舎，ミルカーの改良，パーン

クリーナ一，自動給餌化方式の導入等により変貌を遂げている。

第2に，図 1にあるように l頭当りの搾乳量は昭和44-46年，昭和47-

1 )美土路，山田 [11].桜井 [12].七戸 [13]に詳しい。
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図1 北海道における 1頭当り搾乳量および乳脂率の推移
(資料)農水省「畜産物生産費調査」

(注)搾乳量は乳脂率3.2%換算

50年の減少した時期があったが，昭和50年以降増加傾向にある。ここで，昭

和54年の生産調整開始以降，搾乳された生乳の乳脂率は急激に上昇している

ことが特徴的である。

第3に，酪農においては牛群検定事業等の多くの技術的診断制度がある2)。

特に，昭和49年からの「乳用牛群改良推進事業J(昭和59年からは「乳用午

群総合改良推進事業」と改称)があり，その役割は主に，乳牛の能力検定等

を通して乳牛の能力，飼料の成分などの多くの情報を農家にフィードパック

している点にある。

以上の動向のうち，施設の拡大・拡充は生産性の向上を目指しての規模の

経済の追求と考えられるが，同時に省力的な技術進歩によるメリットの享受

とも考えられる。しかし両者とも頭数規模拡大と並行して進んだため，技術

進歩の効果を分離することは困難である。

2 )北海道家畜改良事業団[7]，家畜改良研究会[9]，家畜登録団体中央協議会 [10]

に詳しい。
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また 1頭当たり搾乳量の増大に伴った乳質の向上は，生産調整を契機と

して量より質のメリットを求めた行動結果であることを示すものである。こ

れは給与する粗飼料，濃厚飼料の量・質に関係するが，さらには育成段階で

の技術の向上，高泌乳牛の導入，駄牛の淘汰等により，牛群として搾乳量の

増加，乳脂率の上昇による収益の増大をめざす乳牛の改良による技術進歩が

伴ったとも考えられる。3) 

さらに，乳検制度は後代検定事業等の乳牛に関する他の家畜改良事業と併

せて，乳牛，飼料などの分析資料に関して農家では体系的に把握できない情

報を供給している。これは，乳牛の生理的条件が生産物・生産構造に与える

影響が大きいという酪農の特殊性の存在について根ざしていると言っても過

言ではない。特に，生産調整を契機として搾乳された生乳の高価格を目的と

した品質向上が比較的短期間で実現されていることは，乳牛，飼料に関する

これらの多くの情報が貢献しているものと考えられる。

このように生産性の向上を目指した酪農家の行動が規模の経済の享受を目

的とした規模拡大，省力のための技術の導入に加え，収益増を目的として生

産物の量的増大から質的向上へと変化したことが北海道酪農の大きな特徴で

ある。この生産性の向上において省力的技術の導入，乳牛改良等の技術進歩

の貢献度について明らかにする必要があると考えられる。さらに，生産物の

質的向上のための生産技術についての情報と，技術進歩の要因との関係も分

析・評価する必要がある。

従って，本論の目的は技術進歩の生産性向上への貢献度，その要因，情報・

制度の存在との関連性について，定量的に明らかにする実証的分析を行うこ

とにある。

そこで，本論では北海道酪農の技術進歩の分析のために以下の分析課題を

設定する。

第 lに，生産性の向上の中での技術進歩による貢献分を明らかにする。そ

のために，北海道酪農の生産性の向上要因において規模の経済と技術進歩と

3 )山本 [15]によれば，昭和49一昭和53年まで飼料価格と乳価の相対価格が低下した時

期について，搾乳量は増加している。しかしそれは，相対価格の有利性により飼料投

入が増加しており，技術進歩よりは同一生産関数上の要素投入量の僧大て、あるとして

いる。

77 



北海道大学農経論叢第45集

を分離し，その中での技術進歩の貢献度を明らかにする。

第2に，技術進歩の要因を明らかにする。それは技術進歩の方向性を検討

することにより分析を行う。従来，技術進歩の方向性は要素投入の動向から

検討されてきた。本論では，それを踏まえて先の技術進歩の実態を十分説明

されるように，投入要素を取り上げるが，要素投入の動向の中から生産量規

模の変化，技術進歩および価格変化による影響の大きさについて分析し，そ

の中から技術進歩の影響を分離した後，技術進歩の要因を検討することとす

る。

第3に，技術進歩と情報・制度との関連性を明らかにする。本論では単純

化のため，情報・制度に関して代理変数を援用し，第 2で明らかにされた技

術進歩の主要因との関連について分析を行う。

分析方法としては，生産性の向上，規模の経済性，技術進歩を定量的に捉

えられ，技術進歩についてはその要因としての方向性が明らかになるような

方法が必要である。それには生産構造に関して制約条件が少ないトランスロ

グ費用関数を用いて分析することが適当である。従って，近年の北海道酪農

の技術進歩の特徴をトランスログ費用関数により計測し，計測されたパラ

メーターを用いて技術進歩の生産J性向上への関与の程度，技術進歩の方向性

について明らかにする。さらに，技術進歩と情報・制度との関係については，

いくつかの変数との重回帰分析により明らかにする。

H.分析方法

1. トランスログ費用関数

いま n個の投入要素で 1個の生産物を生産しているものとし，投入要素

価格を Pi，i = 1，… n，生産量を Y，技術進歩を表す代理変数として

のタイムトレンドを t，総費用を Cとすると， トランスログ費用関数は以下

のように示すことができる。

ln凶n凶c一α0け+主幻αh吋i1附l 2 . Ir---I~--- J 

十÷Fyy(inY)2 
+ k s iylnPilnY + a Tt +土pπt2+ヱムTt十三siTlnPit 2 ' 

十 sYTlnYt
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生産者の均衡条件はシェファードの補題より導かれるコストシェア一式で

表わされ，それぞれの投入要素のコストシェアーを Si (i = 1，…， n)と

すると，

5i= a i十手F卯Pj+βiylnY+ s iTt 
となる。

2.分析指標

(1) TFP (Tota1 Factor Productivity) 4) 

TFPは総要素生産性と呼ばれ，いくつかの投入要素をウエイトを用いて

集計した総投入要素に対する，いくつかの生産物をウエイトを用いて集計し

た総生産物の比率である。

すなわち，今n個の投入要素により m個の生産物を生産するものとし，

Wjを生産物価格，Yjを生産量 Rを総収入， Piを投入要素価格，Xiを投

入量 cを総費用とすると TFPの変化率は以下の通りである。

n i = 1，…， 

m W，y 
G(町=手一ぜLG(町)，

"-P;X; 
G (X) =手でムG(Xi)， 

G (Y) 
G (TFP) =一一一一

G (X) 

一方，費用関数を想定したTFPを定義することができる。それに従った，

TFPの変化率は次のように要因分解される。

4) Denny， Fuss and Waverrnan [5]に詳しい。Antle，Capalbo [1]ではパラメトリッ

クな方法とノンパラメトリックな方法を合わせて紹介している。
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G(TFP)={ -普}+{(l-e)仰)}

但し e 完千(長期総費用の生産量弾力性)， G(.)は変化率である。

ヲ=_.-.，，， _ dlnC 
また， (1-e)・G(Y)は生産量規模人よる貝献分で，一一一ーは次に説

δt 
明する技術進歩による貢献分である。

なお， トランスログ費用関数のパラメーターを用いれば次のように示され

る。

G (TFP) = {( 1 -a y) • G (Y) }十{-a t} 
(2) 技術進歩

技術進歩については様々な捉え方があるが，費用がいったいどの程度低下

したのか，またその要因としてどの要素投入を減少させたかの 2点で捉える。

費用関数を用いた場合，前者を費用関数の下方シフト，後者を技術進歩によ

るコストシェアーの減少として捉えられる。

すなわち， Cを総費用， tを技術進歩の代理変数としてのタイムトレンド，

Siをi投入要素のコストシェアーとすると，

技術進歩率は総費用のタイムトレンドによる変化率であるので，

δlnC /δt 

コストシェアーのタイムトレンドによる変化率はバイアスとよばれ，

δlnSJδt 

となる5)。

技術進歩，バイアス等はトランスログ費用関数のパラメーターをもちいて

次のように表すことができる。

δlnC Iδt=αT 

δlnSi /δ t=s汀/Si 

ここで， トランスログ費用関数の展開点においては Si= a iである。

(3) コストシェア一変化の要因分解

5 ) Binswanger [2 J， [3 J ， Stevenson [14Jの定義に従う。ヒックスニュートラルの

定義については， Blackorby， Lovell and Thrusby [4 Jに詳しい。
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コストシェアーは生産量規模，投入要素価格，技術の状況により決定され

る。従って，コストシェアーの変化を生産量規模の変化による貢献分，投入

要素価格変化の貢献分，技術進歩の貢献分に分離することできる6)。

すなわち，

月 lnえ~ a1nSi ~/~ ¥ ， a1nSi 
G(SJ=一一~;:G(Y)十三一一一土G(Pj)+ー」一一δlnY ~\<I ， ";' alnPj 

(全変化)(生産量規模の変化に¥/投入要素価格の変化に¥

¥よる貢献分 /¥よる貢献分 / (ifip 
但し， G(SJはコストシェアーの変化率， G(Y)は生産量の変化率， G(Pj) 

は投入要素価格の変化率である。

これはトランスログ費用関数のパラメーターをもちいて

G(Si)= ßiy/Si ・ G(Y)+ 手九~/Si ・ G(Pj )+ siT/Si 
となる。

但し，G(SJはコストシェアーの変化率， G(Y)は生産量の変化率， G(Pj) 

はj投入要素価格の変化率を表す。また， トランスログ費用関数の展開点に

おいてはSi=α1で、ある。

(4) 代替の弾力性

代替の弾力性はアレンの偏代替弾力性に従う 7)。

すなわち，

σ=玉三止
1J C
i・q

aC aC δ2C 
但し Cは総費用， Ci=一一一 c=  :..::. co=一一一一一aPi' '""J apj' '""'JδCiδCj 

トランスロクホ費用関数のパラメーターをもちいると

a ij = ( s ij + a i a j )/αiα キj

となる。

3.データー

データーは農林水産省「畜産物生産費調査Jより，昭和44年から昭和61年

6) Green [6]による。

7)代替の弾力性の展開についてはBinswanger [2]に詳しい。
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までの北海道の乳牛頭数規模階層別データを用いた8)。

計測する際には投入要素が多くなれば計測すべきパラメータの数が多くな

り，大量のデータが必要となるばかりでなく，分析を意味なく複雑なものに

してしまう。従って投入要素をいくつかに集計して，投入要素を少なくしな

ければならない。投入要素は自給飼料，購入飼料，乳牛資本，機械建物，労

働の 5投入要素とした。

自給飼料は中間生産物として扱い，価格を費用価により評価した。はじめ

に，生産費調査結果の「飼料の使用数量と価額」の個々の飼料の使用数量と

価額と，中央畜産会「日本標準飼料成分表1980年版」のTDN栄養価から，

TDN 1 kg当価格を個々の飼料について算定した。次に，個々の飼料の使用

価額のシェアーをウエイトとして合計し9) 1年毎の規模階層別価格を作成

した10)。自給飼料費としては牧草・放牧・採草費を用いた。

購入飼料は流通飼料費から生乳給与分を除いたものを，購入飼料費とした。

価格は「農村物価賃金統計」より北海道の購入飼料価格指数を用いた。

乳牛資本は乳牛の減価償却費を乳牛資本費，乳牛の取得評価額を乳牛資本

価格とした11)。

8 )昭和52年までの頭数規模階層区分で 1-2頭， 3 -4頭， 5 -6頭， 7 -9頭の階層

については，昭和53年以後， 1-4頭， 5 -9頭へと階層区分が変更されているため，

調査農家数を考慮して 1-4頭， 5 -9頭の階層へと再集計した。各年5階層であり，

サンプル数は108個となる。

9 )以下，各費目においてシェアーをウエイ卜として集計しているが，その算出式はデヴィ

ジュア価格指数を想定して以下のようにした。

すなわち， lnP = k 5jlnPj 
10)牧草生産に必要な肥料，種子等は市価評価によっており，集計された自給飼料の費用

価は市価を考慮して作成されたものと考えられる。

11)乳牛の償却費は(搾乳牛の評価額一残存価額)/将来耐用見込年数で算出されている。

定額法が実際の生産の現場において適当であるかは別の機会にふれることにしして，

まず評価額とは年齢，血統，体型，資質， ~必乳能力，産子能力などを考慮し，その地

方における家吉富市場の取引価格または，実際の売買価格などを参考にして評価してい

る。また，残存価額は老廃牛の市場取引価格を参考としている。

個々の乳牛または牛群での改良は年齢，血統，体型，資質，泌乳能力，産子能力が

判断基準となり，質の向上の成果とともにその評価額に現れる。また，乳牛の搾乳の

ための能力と肉の価値とは全く別であるので，償却費，取得評価額ともに生乳生産に

おける乳牛の質を反映するものである。
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機械建物は農機具と建物の減価償却および光熱動力費を機械建物費とし，

その価格としては農機具価格指数，建築資材価格指数，光熱動力価格指数か

ら，それぞれの費用のシェアーをウエイ卜とし，機械建物価格を作成した。

労働は農林水産省「農家経済調査」より女子労働時間に0.8を乗じて能力

換算した北海道臨時雇用労賃を労働の価格とし，酪農の能力換算済みの総労

働時間を乗じて労働費とした。

総費用は以上5費目の合計とし，コストシェアーはそれぞれの費用のシェ

アーとした。生産量は乳脂率3.2%換算乳量を用いた12)。

図2および図 3に価格とコストシェアーの動きを示した。価格は昭和50年

を100として指数化したが，上昇率は自給飼料価格，労働価格，乳牛資本価格，

機械建物価格，購入飼料価格の順に大きい13)。コストシェアーは自給飼料，

購入飼料で全体の約60%を占め，さらに労働，乳牛資本，機械建物の順に大

きい。

4.計測式

計測にあたり，対称性条件と 1次同次条件を付け，機械建物のコストシェ

ア一式を除いた 4本のコストシェア一式と，もとのトランスログ費用関数と

の連立体系をゼルナーの効率的推定法をもとに推計した。その際，データの

平均値が1になるよう基準化した。

計測式は以下の通りである。

lnC/P~ a 0+えα;lnP/PM+土ま幻ijlnP/PM ・lnP/PM2 . Iraa- 1I - lVl ----J 

十 aylnY+ドyy(JnY)2

十字 siylnP/

+ l s iTlnP/PM ・t+sYTlnY. t 

12)乳脂率の上昇は生産量の増加に置き換えられることになり，生産物の質の向上と豊の

地加を考慮した技術進歩を分析することになる。

13)価格の変化率はそれぞれ自給飼料価格10.5%，労働価格7.89%，乳牛資本価格6.24%，

機械建物価格5.84%，購入飼料価絡3.08%である。
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Si = ai+手人ijlnP/PM+内lnY+ßiT • t 

fe.し i=G，F， K， L 

m.分析結果の検討

1.計測結果

表 lの計測結果について述べる。計測結果の吟味に関しては，計測式の決

定係数，パラメーターの有意水準を問題とするのみならず，計測結果が

well-behavedな生産構造を表現しているかということも問題となる。

コストシェア一式の決定係数は自給飼料0.5041，購入飼料0.6881，乳牛

資本O.7560，労働0.8716であり，またパラメーターはsyy，sKL， s1寸，

s TGを除いて有意水準10%でゼロと有意差をもっ。

計測結果が経済理論と整合的な生産構造を示しているか否かについて，単

調性，凸性の 2点に関して検討する。単調性の条件とは計測された費用関数

が投入要素価格についての増加関数でなければならないことを意味し，コス

トシェアーの推定値が正の値であればよい。また凸性の条件とは費用最小化

の二階の条件が満たされなければならないことを意味し，費用関数のへッセ

行列式が非正定値符号をとればよい。これらに関してはトランスログ費用関

数の展開点で満足している。よって，この計測結果は北海道酪農における生

乳の生産構造が理論整合的であることを示している。

2.技術進歩とその要因

表 2にTFPとその要因分解，表3にコストシェア一変化の要因分解，表

4に代替の弾力性を示した14)。

TFPの変化は1.15%であり，そのうち生産量規模の効果が0.14%，技術

進歩の効果がl.01 %であり，寄与率でみると，生産量規模の効果が12%，

技術進歩の効果が88%である。このように，技術進歩の生産性の向上への貢

14)参考のために表5に価格弾力性を示しておく o なお，算出式は次の通りである。

olnX; 
自己価格弾力性 '1 一一:-';'=(su+α.2ー α;l/α1alnP; 

olnXー交差弾力性 '1 一一」z(β 。十 α1α )/ a ;・iキj
olnPj 

但し X;，Xjは投入量，Pj， Pjは投入要素価格である。
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ノマラメーター 推定値

表1 トランスログ費用関数のパラメーターの計測結果

α。 -0.0971 

0.9402 

0.0054 

0.3492 

0.2963 

0.0619 

0.0724 

0.2203 

0.0976 

-0.0279 

0.0105 

-0.0028 

-0.0775 

0.0918 

-0.0243 

-0.0166 

-0.0231 

0.0163 

0.0040 

-0.0066 

αy 

βyy 

αG 

αF 

αK 

αM 

aL 

βCC 

βGF 

βG民

βCM 

βGL 

βFF 

βFK 

sFM 
βFL 

βKK 

βKM 

βKL 

β0.0297  

βML -0.0144 

L

G

F

K

M

1

 

L

y

y

y

y

v

 

n
u
r
β
y
n
u
r
ρ
ド

β
u
r
β
μ
'

0.1216 

0.0209 

0.0294 

0.0117 

0.0043 

-0.0663 

-0.0101 

0.0005 

0.0006 

0.0049 

-0.0033 

0.0009 

-0.0019 

0.0031 

αT 

βTT 

βTG 

βTF 

sTK 
βTM 

βTL 

sYT 

f直

-3.97 

60.23 

0.29 

3l.54 

27.93 

14.90 

2l.89 

5.35 

-2.25 

l.86 

-5.45 

5.23 

-3目57

-l.42 

3.08 

-0.86 

5.39 

6.21 

12.16 

1l. 37 

-24.75 

-2.00 

l.14 

0.56 

4.81 

-8.32 

-l.94 

2.12 

10%有意水準=l.65，t値のないパラメーターは制約条件により計算
G:自給飼料， F:購入飼料， K:乳牛資本， M:機械建物， L:労働

シェア式のR'
働

0.8716 
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自申告飼料

購入飼料

乳牛資本

機械建物

労 働

北海道酪農の技術進歩に関する分析

表2 TFP変化の要因分解

T F P 

1.1527 

100 

生産量規模

0.1437 

12 

上段は変化率，下段は寄与率

技術進歩

1.0090 

88 

表3 コストシェア一変化の要因分解

生産量規模 {面 格 技術進歩

0.1439 1.0608 0.1759 

10 77 13 

0.2385 -1.4949 1.6651 

58 366 407 

1.1801 1.7533 -5.3847 

48 72 -220 

0.3438 0.0464 1.2161 

21 3 76 

-2.4035 0.1786 -0.8461 

70 5 -25 

上段は変化率，下段は寄与率
変化率は%表示

.g 、 計

1.3806 

100 

0.4087 

100 

-2.4513 

-100 

1. 6063 

100 

-3.4282 

-100 

献度は生産量規模の効果よりも大きく，北海道酪農においては主に技術進歩

により生産性が向上してきたことが実証された。

次に，コストシェア一変化の要因分解から技術進歩の貢献度と方向性とを

みる。

自給飼料のコストシェア一変化の要因別の変化率は，寄与率でみると生産

量規模の効果が10%，価格の効果が77%，技術進歩の効果が13%であり，

価格による効果が大きい。図2および注目)によれば自給飼料価格の上昇率

は高いため，投入量を節約しかっ，他投入要素で代替しでもなおコストシェ

アーを増加させる方向に働いたことを示す。

購入飼料は同じく寄与率でみると，生産量規模の効果が58%，価格の効果

が-366%，技術進歩の効果が407%である。価格の効果についてみると，

図2によれば購入飼料価格の上昇率が相対的に低いため，他投入要素に比べ

投入量は相対的に増加すると考えられるが，図 3では購入飼料のコストシエ
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アーは約30%となっており，生産費に占める割合が大きい。そのため，他の

投入要素との代替によりコストシェアーを抑える方向に調整してきたものと

考えられる。

乳牛資本については，同じく寄与率でみると生産量規模の効果が48%，価

格の効果が72%，技術進歩の効果が-220%である。技術進歩の効果は他4

投入要素の中でも一番大きい (-5.38)。注目)から乳牛資本は質を反映し

ている。この技術進歩の効果が大きいことは，乳牛の質の向上がコストシェ

アーを節約する方向に働き，費用の低下と結びついていることを示す。従っ

て，技術進歩の要因が主に乳牛の改良，質の向上にあるといえる。

ここで，自給飼料，購入飼料の投入と乳牛の改良との関係を明らかにする。

購入飼料ではコストシェア一変化において技術進歩により正の大きな効果が

あるが(1.67， 407%)，自給飼料では技術進歩の効果は同じく正であるが

値は小さい (0.18，13%)。ここで，表4の代替の弾力性についてみると，

乳牛資本と自給飼料の代替の弾力性は代替的(1.49)であるが，それと購入

飼料は補完的 (-0.32)である。かっ自給飼料と購入飼料は代替的 (0.73)

である。これは乳牛の改良に合わせて，自給飼料を購入飼料に代替させ，購

入飼料多投的になっていることを表すものである。

機械建物については，寄与率でみると生産量規模の効果が21%，価格の効

果が 3%，技術進歩の効果が76%である。コストシェアーの変化は技術進歩

よりも生産量規模の効果の方が小さい。このことは施設の拡大・拡充により，

機械建物の生産量規模間でのコストシェアーの格差はわずかに増加させた

が，技術進歩の効果によりコストシェアーを相対的に押し上げていることを

示している。

労働は，寄与率でみると生産量規模の効果が一70%，価格の効果が-5 %， 

技術進歩の効果が-25%である。寄与率で一番大きな生産量規模の効果は変

化率では-2.40%であり，他の 4投入要素のなかで最も大きく，寄与率でも

生産量規模の効果による節約効果が大きい。この生産量規模による労働節約

的効果が大きなことは，主に牛舎，関連施設の規模間格差が労働のコストシェ

アー格差を生じさせていることを示している。

また，機械建物と労働の代替については，表4の代替の弾力性の値が非常

に小さい (0.095)。これは機械建物と労働のコストシェアーの変化要因の
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表4 代替の弾力性

自給飼料一購入飼料 購入飼料一機械建物

0.7306 0.2277 

自給飼料一乳牛資本 購入飼料ー労 f動

1.4868 0.6462 

自給飼料一機械建物 乳牛資本一機械建物

0.8900 1.8976 

自給飼料一労 働 手L牛資本一労 f動

-0.0079 0.5177 

購入飼料一乳牛資本 機械建物労 信j

0.3228 0.0952 

表5 価格弾力性

価格弾力性

X 自給飼料

自申告飼料 0.3712 

購入飼料 0.2165 

乳牛資本 0.0920 

機械建物 0.0644 

労 働 0.0017 

alnXi alnXi 
(ì主1Jii=~. れ=一一一

alnPi' ，.. a lnPj 

Pj 

購入飼料 乳牛資本 機械建物

0.2551 0.5191 0.3107 

-0.3939 -0.0957 0.0675 

0.0200 0.6749 0.1174 

0.0165 0.1373 -0.5166 

0.1423 0.1140 0.0210 

労 働

0.0027 

0.1915 

0.0320 

0.0069 

-0.2277 

中で，価格の効果が小さいこととも関連している。すなわち，生産量規模が

不変のもとで相対価格の変化による機械建物と労働の代替の可能性は小さい

ことを示している。

以上を要約すると，第1に，北海道酪農の生産性の向上は技術進歩でほぼ

説明され，とくに投入要素でみると乳牛の質の向上が大きな要因である。さ

らに，それを補完するための購入飼料の多投がなされた。第2に，頭数規模

拡大に対応した省力化のための施設の拡大・拡充は，機械建物と労働の規模

聞でのコストシェアーの格差を生じさせた。また，技術進歩による省力的効

果は小さく，機械建物のコストシェアーは増加要因となっている。また，代

替の弾力性は小さく，規模拡大なしには労働と機械建物との代替はありえな

し可。
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3.技術進歩バイアスと情報・制度

前節で，技術進歩は主として乳牛資本の節約的効果により実現されたこと

が明らかになった。当然のことながら，乳牛の改良の際には乳牛に関する詳

細な情報が必要である。近年，多くの情報が種々の酪農情報制度により得ら

れるようになり，それにより乳牛の改良が一層進んだものと考えられる。従っ

て，本節では乳牛の改良と情報・制度との関係について補足的な分析を行う。

分析方法は乳牛資本の技術進歩のバイアスと情報・制度の動向に関する代理

変数を用い，回帰式により両者の関係を実証する。分析に用いた変数は以下

の通りである。

はじめに，情報・制度の普及についてとりあげる。そこで，牛群検定頭数

を北海道の経産牛頭数で除した普及率を用いる。

次に，情報については，乳牛検定の発足当時は検定の成績のみを農家ヘ

フィードパックしていたが，昭和50年代後半からさらにその内容が整理され

た情報，繁殖に関する情報，種雄牛に関する情報など多種の情報が供給され

はじめている。供給される種類の増加は農家の乳牛改良に対する認識を深め

る。従って，北海道乳牛検定協会が発行する検定農家向けの情報の種類の数

を用いる。

さらに，制度についてはその存在の有無が，乳牛の改良の進展度をある程

度左右するものと考えられる。また，乳牛の改良制度には雌牛の能力検定の

みならず種雄牛の改良制度も評価する必要がある。従って，制度に関しては

乳牛検定事業，後代検定事業数を用いた15)。

これらの変数を説明変数とし，さきのトランスログ費用関数のパラメー

ターとトランスログ費用関数の計測に用いたデーターとにより，乳牛資本の

バイアスを毎年分計算し，昭和44年から61年まで回帰を行った16)。想定さ

れる符号条件はすべて正である。

15)他の酪農の家畜改良関係の制度としての登録制度は農家における改良の成果を評価，

公表するものである。この制度は乳牛の改良と決して無縁ではないが，情報・制度を

改良の要因として捉えた場合，登録制度はむしろ改良の結果を評価する制度であると

考えられる。また，人工授精技術については，すでに昭和30年代で普及率が90%を越

え，また凍結精液の普及率も昭和40年半ばで90%を越えている。従って，両者ともに

今回の分析では省いた。
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乳牛資本ノfイアス=4.2670 

(27.22) 

表6 回帰分析の結果

+0.3741 X乳用牛能力検定関係事業数

(2.97) 

+0.0984 X検定協会発行情報数

(3.11) 

+0.0158 X乳群検定普及率(検定牛頭数/経産牛頭数)

(2.25) 

R'=0.9492. DW = 1.19 

( )内はt値， 5%有意水準=2.15

表6の回帰分析の結果，全ての変数に関して符号条件が満たされ，かっ有

意水準 5%でゼロと有意差はない。

以上の結果より，酪農の技術進歩の主要因である乳牛の改良をとりあげ，

情報の供給，制度のパックアップおよびその普及が乳牛の改良を押し進める

ものであることを実証した。

W.おわりに

以上の分析を要約する。

第 1に北海道酪農の TFPは年率1.15%で上昇し，そのうち技術進歩の効

果は88%とその貢献分が非常に大きいことがわかった。すなわち，北海道酪

農の技術進歩は規模の経済に比較して生産性の向上へ結びつく貢献度は大き

いことがわかった。また，投入要素コストシェア一変化の中で技術進歩の影

響が大きいのは，乳牛資本であり，乳牛の質の改良が技術進歩の大きな要因

であったことを実証した。

第 2に購入飼料の技術進歩によるコストシェア一変化は増加する傾向に

あった。これは乳牛の質の向上に合わせ，その素質を十分発揮させるために

環境要因を整える必要があり，購入飼料の多投化という方向に向かったこと

16)バイアスは l年毎の平均価格により算出したがこのときの符号は負値である。そこで

回帰式の解釈を容易にするため. -1を乗じて正値にした。また，この期間での費用

関数の単調増加の条件，凸性の条件は I年毎にすべて満たされている。
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を表している。しかし，これは生産費の増加を招き，費用低下という観点か

らみると非効率的であるため，購入飼料費の節約のための対策を講じる必要

がある。

第3に自給飼料の投入は価格が高くなるばかりで，それによりコストシェ

アーを増加させる方向にあった。しかし，分析結果からは技術進歩の効果は

小さいものであった。技術進歩の主要因である乳牛の改良のメリッ卜を発揮

できるような自給飼料の質的向上，生産費の削減を追求しなければならない。

第4に頭数規模拡大とそれに並行した施設の拡大・拡充は，労働のコスト

シェアーの変化について，技術進歩よりも生産量規模の効果による節約効果

が大きいことがわかった。また，規模拡大なしでは機械建物と労働との代替

の可能性は小さいことがわかった。

第5に乳牛資本の技術バイアスと酪農の情報・制度を表す代理変数との回

帰結果により，技術進歩の要因と情報・制度の関係が深いことが実証された。

乳牛に関する情報が単に，農家に提供され消化されるばかりではなく，生産

性の向上にむすびついていることが示唆されている。今後とも乳牛の質の向

上による技術進歩は押し進められていくであろう。乳牛の質の決定に関して

は環境要因が大きいため，農家内での質の改良は合理的であるといえる。し

かしそれを継続するためには，農家では得られにくい情報が必要であり，そ

の供給主体としての各種制度の役割は重要であるといえる。

第6に乳牛の改良とそれを補完する飼料の投入を要因とする技術進歩は，

生産性向上の主要因であり，同時に生乳の質の向上によるメリットの享受を

めざして進んでいた。従って，今後は乳脂率の向上に限らず，製品の差別化

を目的とした生乳の質の向上は生産性の向上へと結び付くものであると考え

られる。かつ，その媒介要因として目的に沿った情報提供は必要であり，そ

のための制度，普及の役割は見逃しではならない。
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